
（１）グループホームにおける重度化・高齢化に対応するための報酬の見直し
・ 強度行動障害を有する者や医療的ケアが必要な者に対する支援の評価 等

（２）自立生活援助の整備を促進するための報酬・人員基準等の見直し

（３）地域生活支援拠点等の整備の促進・機能の充実を図るための加算の創設

（４）生活介護等における重度障害者への支援の評価の見直し
・ 重度障害者支援加算の算定期間の延長及び単位数の見直し 等

（５）質の高い相談支援を提供するための報酬体系の見直し
・ 基本報酬の充実 ・ 従来評価されていなかった相談支援業務の評価 等

１ 障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、質の
高い相談支援を提供するための報酬体系の見直し等

○ 障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、相談支援の質の向上、効果的な就労支援、医療的ケア児への
支援などの障害児支援の推進、感染症等への対応力の強化などの課題に対応

○ 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋０．５６％

（１）就労移行支援・就労定着支援の質の向上に資する報酬等の見直し
・ 一般就労への移行の更なる評価 等 ・ 定着実績を踏まえたきめ細かな評価 等

（２）就労継続支援Ａ型の基本報酬等の見直し（スコア方式の導入）

（３）就労継続支援Ｂ型の基本報酬等の見直し（報酬体系の類型化）

（４）医療型短期入所における受入体制の強化
・ 基本報酬の充実 ・ 医療的ケアを必要とする障害児を利用対象者に位置付け

２ 効果的な就労支援や障害児者のニーズを踏まえたきめ細かな対応

（１）医療的ケアが必要な障害児に対する支援の充実
・ 新判定スコアを用いた基本報酬の創設 ・ 看護職員加配加算の算定要件の見直し

（２）放課後等デイサービスの報酬体系等の見直し
・ 基本報酬区分の見直し ・ より手厚い支援を評価する加算の創設（(３)も同様）

（３）児童発達支援の報酬等の見直し

（４）障害児入所施設における報酬・人員基準等の見直し
・ 人員配置基準の見直し ・ ソーシャルワーカーの配置に対する評価

３ 医療的ケア児への支援などの障害児支援の推進

・ 自立生活援助における夜間の緊急対応・電話相談の評価

・ 地域移行支援における地域移行実績の更なる評価

・ 精神障害者の可能な限り早期の地域移行支援の評価

・ 精神保健医療と福祉の連携の促進

・ 居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進

・ ピアサポートの専門性の評価

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進

（１）日頃からの感染症対策の強化や業務継続に向けた取組の推進
・ 感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底（委員会開催、指針

の整備、訓練の実施）
・ 業務継続に向けた取組の強化（業務継続計画の策定・研修及び訓練の実施）
・ 地域と連携した災害対応の強化（訓練に当たっての地域住民との連携）

（２）支援の継続を見据えた障害福祉現場におけるＩＣＴの活用
・ 運営基準や報酬算定上必要となる会議等について、テレビ電話等を用いた
対応を可能とする。

５ 感染症や災害への対応力の強化

（１）医療連携体制加算の見直し
・ 医療的ケア等の看護の濃度を考慮した加算額の設定

（２）障害者虐待防止の更なる推進、身体拘束等の適正化の推進
・ 虐待防止委員会の設置 ・ 身体拘束等の適正化のための指針の整備

（３）福祉・介護職員等特定処遇改善加算等の見直し
・ より柔軟な配分ルールへの見直しによる加算の取得促進
・ 処遇改善加算(Ⅳ)及び(Ⅴ)等の廃止 ・ 加算率の見直し

（４）業務効率化のためのＩＣＴの活用（再掲）

（５）その他経過措置の取扱い等
・ 食事提供体制加算の経過措置の延長
・ 送迎加算の継続（就労継続支援Ａ型、放課後等デイサービス）

６ 障害福祉サービス等の持続可能性の確保と適切なサービス
提供を行うための報酬等の見直し

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

１

参考資料３



※ 令和３年度における基本報酬においては、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響を踏まえ、前年度（令和２年度）実績を用いなくてもよいなどの柔軟な取扱いを実施。

【就労移行支援】

● 「前年度において就職後6か月以上定着した者の割合（就労定着
率）」としている基本報酬の区分の決定に係る実績について、標準利
用期間が2年間であることを踏まえ、直近２か年度の実績により算定。

前年度及び前々年度において
就職後６か月以上定着した者

前年度の利用定員数＋前々年度の利用定員数

前年度において
就職後６か月以上定着した者

前年度の利用定員数

就労定着率
基本報酬

【現行】 【見直し後】

５割以上 1,094単位/日 1,128単位/日

４割以上５割未満 939単位/日 959単位/日

３割以上４割未満 811単位/日 820単位/日

２割以上３割未満 689単位/日 690単位/日

１割以上２割未満 567単位/日 557単位/日

０割以上１割未満 527単位/日 507単位/日

０割 502単位/日 468単位/日

● 一般就労の高い移行実績を実現する事業所について、基本報酬におい
て更に評価。

● 障害者本人の希望や適性・能力を的確に把握・評価を行うアセスメン
トについて、地域のノウハウを活用し、その精度を上げ、支援効果を高
めていくための取組として、本人や他の支援機関等を交えたケース会議
等を実施した事業所を評価するための加算を創設。

【支援計画会議実施加算】583単位／回（新設）
（１月につき１回かつ１年につき４回を限度）

【就労定着支援】

● 支給要件について、特定の支援内容を要件とはせず、どのような支
援をしたか等をまとめた「支援レポート」を本人その他必要な関係者
で月１回共有することを要件とする。

【改訂後】

● 経営の実態等を踏まえ、基本報酬の見直しを実施。

● 基本報酬の区分について、実績上位２区分に８割以上の事業所が分布
している一方で、下位２区分には事業所がほとんどないことを踏まえ、
よりきめ細かく実績を反映するため、各区分に係る実績の範囲を見直す。

「利用者との対面により１月
に１回以上の支援」を行った
場合に算定

どのような支援をしたか等をまとめた「支援レポー
ト」を本人その他必要な関係者で月１回共有した場
合に算定

就労定着率 基本報酬 就労定着率 基本報酬

９割以上 3,215単位/月 ９割５分以上 3,449単位/月

８割以上９割未満 2,652単位/月 ９割以上９割５分未満 3,285単位/月

７割以上８割未満 2,130単位/月 ８割以上９割未満 2,710単位/月

５割以上７割未満 1,607単位/月 ７割以上８割未満 2,176単位/月

３割以上５割未満 1,366単位/月 ５割以上７割未満 1,642単位/月

１割以上３割未満 1,206単位/月 ３割以上５割未満 1,395単位/月

１割未満 1,045単位/月 ３割未満 1,046単位/月

【現行】 【見直し後】

※利用者20人以下の場合の単位※定員20人以下の場合の単位

● 関係機関との連携を強化し、個別の支援における協力関係を常時構築
するため、関係機関とのケース会議等を実施した事業所を評価する新た
な加算を創設。

【定着支援連携促進加算】579単位／回（新設）
（１月につき１回かつ１年につき４回を限度）

【現行】 【見直し後】

【現行】 【見直し後】

就労移行支援・就労定着支援における支援の質向上に資する報酬等の見直し

２



見直し後

スコア合計点 基本報酬

170点以上 724単位/日

150点以上170点未満 692単位/日

130点以上150点未満 676単位/日

105点以上130点未満 655単位/日

80点以上105点未満 527単位/日

60点以上80点未満 413単位/日

60点未満 319単位/日

● 「１日の平均労働時間」に応じて
報酬を算定

● 基本報酬の算定に係る実績について、現行の「１日の平均労働時間」に加え､「生産活動」､
「多様な働き方」､「支援力向上」及び「地域連携活動」の５つの観点から成る各評価項目の総
合評価をもって実績とする方式（スコア方式）に見直す。

平均労働時間 基本報酬

7時間以上 618単位/日

6時間以上
7時間未満

606単位/日

5時間以上
6時間未満

597単位/日

4時間以上
5時間未満

589単位/日

3時間以上
4時間未満

501単位/日

2時間以上
3時間未満

412単位/日

2時間未満 324単位/日

※ 従業員配置7.5：1、定員20人
以下の場合の単位

※ 令和３年度における基本報酬においては、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響を踏まえ、「1日の平均労働時間」や「生産活動収支の状況」について前年度
（令和２年度）実績を用いなくてもよいなどの柔軟な取扱いを実施。

評価指標 判定スコア

Ⅰ.労働時間 1日の平均労働時間により評価 ５点～８０点で評価

Ⅱ.生産活動 前年度及び前々年度における生産活動収支の状況により評価 ５点～４０点で評価

Ⅲ.多様な働き方
利用者が多様な働き方を実現できる制度の整備状況とその活用
実績により評価

０点～３５点で評価

Ⅳ.支援力向上
職員のキャリアップの機会を組織として提供している等、支援
力向上に係る取組実績により評価

０点～３５点で評価

Ⅴ.地域連携活動
地元企業と連携した高付加価値の商品開発、施設外就労等によ
り働く場の確保等地域と連携した取組実績により評価

０点～１０点で評価

スコア合計点

２００点

点

● 事業所ホームページ等を通じて、スコア方式による評価内容は全て公表す
ることを事業所に義務づける（運営基準の見直し）とともに、未公表の場
合には基本報酬を減算する。

現 行

就労継続支援Ａ型の基本報酬等の見直し

※ 従業員配置7.5：1、定員20人以下の場合の単位

３



評価指標 判定スコア

Ⅰ.労働時間

1日の平均労働時間により評価

５～８０点
で評価

７時間以上 ：80点 ４時間以上４時間30分未満 ：40点
６時間以上７時間未満 ：70点 ３時間以上４時間未満 ：30点
５時間以上６時間未満 ：55点 ２時間以上３時間未満 ：20点
４時間30分以上５時間未満 ：45点 ２時間未満 ： 5点

Ⅱ.生産活動

前年度及び前々年度における生産活動収支の状況により評価

５～４０点
で評価

前年度及び前々年度、生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額以上である。：40点
前年度の生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額以上である。 ：25点
前年度の生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額未満である。 ：20点
前年度及び前々年度、生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額未満である。： 5点

Ⅲ.多様な働
き方

利用者が多様な働き方を実現できる制度の整備状況とその活用実績により評価

０～３５点
で評価

以下、任意の５項目について規程等（就業規則その他これに準ずるものに限る）で定めており、前年度において雇用契約を締結していた利用者の希望により、当該制度を
活用した実績があった場合に評価値を各２（実績がない場合は１）として評価（最少０～最大１０）した上で、以下３段階の評価。
８以上であること ：35点 ６以上であること ：25点 １以上であること ：15点

①免許及び資格の取得の促進並びに検定の受験の勧奨に関する事項
②当該就労継続支援Ａ型事業所の利用者を、職員（利用者を除く）としての登用する制度に係る試験等の手続、対象者の要件及び採用時期に関する事項
③在宅勤務に係る労働条件及び服務規律に関する事項
④フレックスタイム制に係る労働条件に関する事項
⑤1日の所定労働時間を短縮するに当たり必要な労働条件に関する事項
⑥早出遅出勤務に係る労働条件に関する事項
⑦時間を単位として有給休暇を付与又は計画付与制度の取得に関する事項
⑧従業者が私的に負傷し、又は疾病にかかった場合の療養のための休暇の取得に関する事項

Ⅳ.支援力
向上

職員のキャリアップの機会を組織として提供している等、支援力向上に係る取組実績により評価

０～３５点
で評価

以下、任意の５項目について、各項目の取組実績に応じて評価値として各１～２として評価（最少０～最大１０）した上で、以下３段階の評価。
８以上であること ：35点 ６以上であること ：25点 １以上であること ：15点

①職員の研修に関する計画に基づく障害者雇用、障害者福祉その他障害者就労に関する外部研修会等の参加又は外部講師による内部研修会の開催状況
②外部研修会等への講師派遣、学会等での研究発表又は実践報告の実施状況
③障害者就労に係る先進的な取組を行う他の事業所等への視察若しくは実習への参加又は他の事業所等からの視察等の受入状況
④販路拡大、事業拡大等に向けた展示会への出展、商談会への参加その他生産活動収益の増加に資するビジネスマッチングに係る取組の実施状況
⑤昇給、昇格と連動した人事評価制度の整備状況
⑥障害者ピアサポート研修における基礎研修及び専門研修の修了し、利用者の就労又は生産活動等の支援を実施するピアサポートの配置状況
⑦前年度末日から過去３年以内の福祉サービス第三者評価の受審状況
⑧国際標準化機構が制定したマネジメントシステム規格等の認証取得又は更新審査等の受審状況

Ⅴ.地域連携
活動

地元企業と連携した高付加価値の商品開発、施設外就労等により働く場の確保等地域と連携した取組実績により評価

０～１０点
で評価前年度において、地元企業と連携した高付加価値の商品開発、施設外就労による地域での働く場の確保等地域と連携した事業や取組を実施した場合に、当該活動の内容及

び連携先である企業等の意見又は評価を記録した報告書を作成し、インターネットの利用その他の方法により公表していることをもって評価する。 １事例以上ある場
合 ： 10点

点 ２００点合計

（参考）就労継続支援Ａ型の基本報酬におけるスコア式について

４

＜評価点案＞ ①職員（職業指導員等）の半数以上参加：２点／１名以上参加：１点、②④２回以上の実施：２点／１回：１点
③実習等への参加及び実習等の受け入れ：２点／実習等への参加又は実習等の受け入れ：１点、⑤～⑧当該項目に該当する場合：２点



定員 基本報酬

２０人以下 556単位/日

●「平均工賃月額」に応じた報酬体系 ●「平均工賃月額」に応じた報酬体系（※）

従業員配置7.5：1、定員20人以下の場合の単位

平均工賃月額 基本報酬

4.5万円以上 649単位/日

3万円以上
4.5万円未満

624単位/日

2.5万円以上
3万円未満

612単位/日

2万円以上
2.5万円未満

600単位/日

１万円以上
2万円未満

589単位/日

５千円以上
１万円未満

574単位/日

５千円未満 565単位/日

平均工賃月額 基本報酬

4.5万円以上 702単位/日

3.5万円以上4.5万円未満 672単位/日

3万円以上3.5万円未満 657単位/日

2.5万円以上3万円未満 643単位/日

2万円以上2.5万円未満 631単位/日

1.5万円以上2万円未満 611単位/日

1万円以上1.5万円未満 590単位/日

1万円未満 566単位/日

●「利用者の就労や生産活動等への参加等」
をもって一律に評価する報酬体系【新設】

（※） 令和３年度の基本報酬においては、
新型コロナウイルス感染症の影響を踏
まえ、「平均工賃月額」に応じた報酬
体系において前年度（令和２年度）実
績を用いなくてもよいなどの柔軟な取
扱いを実施。

・高工賃を実現している事業所を更に評価
・よりきめ細かく実績を反映するため８段階の
評価を導入

【地域協働加算】（新設） ３０単位／日
利用者の多様な働く意欲に応えつつ、就労を通

じた地域での活躍の場を広げる取組として、就労
や生産活動の実施にあたり、地域や地域住民と協
働した取組を実施する事業所を評価。

【ピアサポート実施加算】（新設）100単位／月
就労を続ける上での不安の解消、生産活動の実

施に向けた意欲の向上などへの支援を充実させる
ため、ピアサポートによる支援を実施する事業所
を評価。

新たな加算の創設

基本報酬の報酬体系の類型化

現行 見直し後

就労継続支援Ｂ型の基本報酬等の見直し

「平均工賃月額」に応じた報酬体系
「利用者の就労や生産活動等への参加等」

をもって一律に評価する報酬体系（新設）

基
本
報
酬

平均工賃月額 低高

高工賃事業所を更に評価

加
算

地域協働加算（新設）
ピアサポート実施加算（新設）

基
本
報
酬

従業員配置7.5：1、定員20人以下の場合の単位

従業員配置7.5：1の場合の単位

５



現 行

離島等以外 離島等

利
用
者

・通所利用が困難で、
・在宅による支援がやむを得ないと市町
村が判断した場合

（同左）

事
業
運
営
等

・運営規程において、在宅で実施する訓
練及び支援内容を明記
・指定権者から求められた場合には訓
練・支援状況を提出

（同左）

① 在宅利用者が行う作業活動、訓練等の
メニューの確保

➁ １日２回連絡、助言又は進捗状況の確
認、日報作成。作業活動、訓練等の内容
等に応じ、１日２回を超えた対応

③ 緊急時の対応
④ 疑義照会等に対し、随時、訪問や連絡
等による必要な支援が提供できる体制を
確保

⑤ 事業所職員の訪問又は利用者の通所に
より評価等を１週間につき１回は行う

⑥ 原則として月の利用日数のうち１日は
事業所に通所し、事業所内において訓練
目標の達成度の評価等を行う

➆ ➄が通所により行われ、あわせて➅の
評価等も行われた場合、➅による通所に
置き換えて差し支えない

（①～④、⑦は同左）

⑤’ 訪問又は通所による評価を、電話・
ＰＣ等による評価等に代替可

⑥’ 利用者の通所による評価を、事業所
職員による訪問による評価も可

その
他

令和３年４月以降

・在宅でのサービス利用を希望する者であって、
・在宅でのサービス利用による支援効果が認められ
ると市町村が判断した場合

現行の取扱いと同様

・運営規程において、在宅で実施する訓練及び支援内容を明記
・指定権者から求められた場合には訓練・支援状況を提出

現行の「離島等」の取扱いと同様

在宅と通所を組み合わせた支援可

就労移行支援及び就労継続支援における在宅でのサービス利用に係る要件の緩和

６



サービス 現行の取扱い
令和３年４月以降の

見直し内容
柔軟な取扱い

就労移行支援
前年度の就労定着率の実績を
踏まえて評価

過去2年間の就労定着率の実績
を踏まえて評価

①「令和元年度～令和２年度」
②「平成30年度～令和元年度」
いずれかの就労定着率の実績で評価

就労定着支援 過去3年間の支援期間の就労定着率の実績を踏まえて評価

①「平成30年度～令和元年度（２年間）」
②「平成30年度～令和２年度（３年間）」
いずれかの支援期間の就労定着率の実績を用いて

算出

就労継続支援
Ａ型

前年度の1日の平均労働時間の
実績を踏まえて評価

次の５つの評価項目における前
年度（又は前年度及び前々年
度）の実績を踏まえて評価
Ⅰ.１日の平均労働時間
Ⅱ.生産活動収支の状況
Ⅲ.多様な働き方に係る制度整
備及び実施

Ⅳ.安心な職場環境の基礎とな
る支援力向上の取組

Ⅴ.地域連携活動の実施状況

・「Ⅰ.１日の平均労働時間」については、次のい
ずれかの実績を用いて算出
①「平成30年度」
②「令和元年度」
③「令和２年度」

・「Ⅱ.生産活動収支の状況」については、前年度
を「令和元年度」（前々年度）に置き換えた実績で
評価することも可（その場合、前々年度は「平成
30年度」（前々々年度）を用いる）

・それ以外の項目は、令和２年度実績で評価（「Ⅲ.
多様な働き方に係る制度整備」の状況は、令和３年
４月１日時点の状況）。

就労継続支援
Ｂ型

前年度の平均工賃月額の実績を踏まえて評価

①「平成30年度」
②「令和元年度」
③「令和２年度」
いずれかの平均工賃月額の実績で評価

※「平均工賃月額」に応じた報酬体系の場合

【令和３年度にかかる報酬の取扱い】 ※ 令和４年度以降にかかる報酬の取扱いについては改めて検討

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を踏まえた今後の実績算定の取扱いについて

７


